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記載事項 更新の有無 記載欄

経営協議会による確認 更新あり

 令和8年度第2回経営協議会（令和8年6月19日開催）において全原則の適

合状況及び今年度の報告書について審議し、了承を得た。

【意見】

特になし

監事による確認 更新あり

 2名の監事に全原則の適合状況及び今年度の報告書について説明を行い、

令和8年5月25日～6月2日にかけて意見の聴取を行った。

【意見】

 ＜原則４－２＞

 内部統制システムについては、国立大学法人茨城大学内部統制システムに

関する基本方針（令和６年６月27日決定）に基づき、発生した事故や業務

ミス等の再発防止に重点を置いたモニタリングを実施し、改善措置が適正に

図られている。

 今後は、本学の業務全般において、適正な職務執行や業務ミス等の未然防

止を図るため、日常的なモニタリングの質的向上、それを支える統制環境の

拡充が必要である。

【意見への対応】

 令和6年度に策定した「国立大学法人茨城城大学内部統制システムに関す

る基本方針」に基づき、重点事項を定めて定期的なモニタリングを実施し、

内部統制が有効に機能しているかについて分析及び評価を行っている。

 今後、内部統制管理者は、関係規則等に基づく業務管理及び業務改善等の

日常的なモニタリングについて、課題等の報告を徹底させるなど、内部統制

の有効性を継続的に確認する。また、モニタリングの実効性を高めるため、

その手法及び実施内容の点検・見直しを行っていく。

その他の方法による確認

【本報告書に関する経営協議会及び監事等の確認状況】

国立大学法人ガバナンス・コードにかかる適合状況等に関する報告書(令和8年度) 
様式
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国立大学法人茨城大学

記載事項 更新の有無 記載欄

ガバナンス・コードの各原

則の実施状況

 当法人は、各原則をすべて実施しています。

ガバナンス・コードの各原

則を実施しない理由又は今

後の実施予定等

-

【国立大学法人ガバナンス・コードの実施状況】

  当法人は、運営方針会議を設置する法人であり、全ての原則の対象となる法人である。

  当法人は、運営方針会議を設置していない法人であり、

  原則２－２－１～原則２－２－３（運営方針会議に関する原則）は適用されず、当該原則に関連する記載を要しない法人である。
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国立大学法人茨城大学

記載事項 更新の有無 記載欄

補充原則１－２④

目標・戦略の進捗状況と検

証結果及びそれを基に改善

に反映させた結果等

 大学全体の内部質保証を担う内部質保証委員会において、本法人の目標・戦略の進捗

状況のモニタリングと定期的なレビューを行っている。改善すべき事項がある場合は、

逐次改善指示とその対応状況のモニタリングを行った上で、改善・向上させるための取

組や戦略を策定し、法人経営の継続的な質的向上につなげる体制を整備している。

 これらの検証に基づき改善した事項や取組を強化した事項、法令上点検が求められて

いる事項については、自己点検評価書に記載し、ホームページにて公表している。さら

には、法人評価や認証評価の評価結果等を踏まえた改善事項や質の向上に資する取組や

戦略についても、内部質保証委員会において審議し、実行することとしている。

補充原則１－３⑥（１）

経営及び教学運営双方に係

る各組織等の権限と責任の

体制

 「国立大学法人茨城大学組織規則」において、理事、特命理事、副学⾧、学⾧特別補

佐の職務及び権限を定めており、「国立大学法人茨城大学の理事等の職務等に関する内

規」において、それぞれの職務担当及び主たる業務を定め、ホームページにて公表して

いる。

 国立大学法人茨城大学組織規則の規定に基づき、経営協議会及び教育研究評議会を設

置している。なお、経営に関する重要事項は経営協議会、教学運営に関する重要事項は

教育研究評議会において審議した後、役員会の審議を経て、学⾧が決定する体制として

いる。

補充原則１－３⑥（２）

教員・職員の適切な年齢構

成の実現、性別・国際性・

障がいの有無等の観点での

ダイバーシティの確保等を

含めた総合的な人事方針

 イバダイ・ビジョン2030の実現に向けた強固で柔軟な経営基盤の確立、社会から信頼

される大学運営及び教職員が活躍・成⾧できる組織となるため、若手教員比率、女性教

員比率、外国人教員比率などの具体的な目標を定めた「第4期中期目標期間における全

学人事基本方針」を策定するとともに、ホームページにて公表している。

【国立大学法人ガバナンス・コードの各原則に基づく公表内容】

 茨城大学は、茨城大学憲章等の精神に則り、自律的でレジリエントな地域社会の実現

を目指し、中⾧期的なビジョンとして、4つのビジョン及び12のアクションからなる

「イバダイ・ビジョン2030」を策定するとともに、ホームページにて公表し、大学が目

指すべき姿及びその方向性を明確にしている。

本ビジョンの策定に当たっては、教職員、学生及び学外の多様なステークホルダーから

広く意見を聴取し、社会的要請の的確な把握に努めている。なお、本ビジョン及びアク

ションは、進捗や社会的意義を検証し、ステークホルダーとの真摯な議論によって、逐

次ブラッシュアップ・アップデートしていく。

 また、本ビジョンの実現に向けては、第4期中期目標・中期計画との整合を図りつ

つ、具体的な施策、工程及び達成目標を明確化した「アクションプラン」を策定し、ビ

ジョンから実行、実現までの道筋を体系的に整理し、公表している。

原則１－１

ビジョン、目標及び戦略を

実現するための道筋
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国立大学法人茨城大学

補充原則１－３⑥（３）

自らの価値を最大化するべ

く行う活動のために必要な

支出額を勘案し、その支出

を賄える収入の見通しを含

めた中期的な財務計画

 堅牢かつ柔軟な経営基盤の確立、大学全体の活性化の両立を令和9年度までに確立す

るため、「経営刷新基本方針」を定め、ホームページにて公表している。また、コスト

及び教育研究活動の成果については、「財務諸表」や「事業報告書」による公表に加

え、本学では、本学の財政状況について、費用、収益、資産等の情報を分かりやすく整

理した「財務レポート」を作成し、ホームページにて公表している。
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国立大学法人茨城大学

補充原則１－３⑥（４）及

び補充原則４－１③

教育研究の費用及び成果等

（法人の活動状況や資金の

使用状況等）

 コスト及び教育研究活動の成果については、「財務諸表」や「事業報告書」による公

表に加え、本学では、本学の財政状況について、費用、収益、資産等の情報を分かりや

すく整理した「財務レポート」を作成し、ホームページにて公表している。

補充原則１－４②

法人経営を担いうる人材を

計画的に育成するための方

針

 法人経営を担い得る人材を計画的に育成するための方針として「国立大学法人茨城大

学における法人経営人材の確保・育成方針」を策定し、学⾧を補佐する学⾧特別補佐の

ポストへ適任者を登用する事で法人経営の一端を担わせるとともに、国立大学協会等が

実施する階層別事務研修や実践セミナーに参加させるなど、当該方針に基づき次世代を

担う経営人材の育成を積極的に行っている。なお、当該方針はホームページにて公表す

るとともに、学⾧が定期的にその状況を確認し、必要な措置を講じている。

原則２－１－３

理事や副学⾧等の法人の⾧

を補佐するための人材の責

任・権限等

 理事及び副学⾧は、部局⾧、学⾧補佐等の経験者又はその他学⾧が指名する者から選

任・配置しているとともに、本学の特色として特命事項を担当する特命理事を配置し、

執行体制の強化を図っている。

 また、学⾧補佐は、特定の事項について学⾧を補佐するため学⾧特別補佐として適任

者を選任することにより、学⾧の意思決定や業務執行をサポートしている。

さらに、経営人材の計画的な育成・確保のために原則 1-4 の方策を実施している

 なお、理事、特命理事、副学⾧、学⾧特別補佐等の責任・権限等については、国立大

学法人茨城大学組織規則及び国立大学法人茨城大学の理事等の職務等に関する内規を定

め、ホームページにて公表している。

補充原則２－２－１①

【運営方針会議を設置する

法人のみ該当】

運営方針委員の選任等にあ

たっての考え方や選任理由

 本法人は運営方針会議を置いていない。
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国立大学法人茨城大学

原則２－３－１

役員会の議事録

 役員会の目的については、「国立大学法人茨城大学役員会規則」において「役員会

は、国立大学法人法第11条第3項の規定に基づき、国立大学法人茨城大学の重要事項に

ついて、学⾧の決定に先立ち審議することを目的とする。」と定められている。また、

月1回の定例役員会及び必要に応じて臨時役員会を開催することにより迅速な審議を行

い、審議内容を記録した議事録は速やかに公表している。

 さらに、重要事項については、学⾧を議⾧とし理事等を構成員に含めた大学運営会議

や大学執行部会議において十分に討議を行った上で、教育研究評議会等の法定会議体に

おいて役員と部局⾧等が審議し、役員会に付議している。

原則２－４－２

外部の経験を有する人材を

求める観点及び登用の状況

 多様な分野における優れた経験や知見を持つ学内外の多様な人材を法人経営に積極的

に登用するため、「国立大学法人茨城大学における法人経営人材の確保・育成方針」を

定め、ホームページにて公表している。当該方針に基づき、経営層の多様性、柔軟性、

リスク対応力及び意思決定の精度を高め、強固で柔軟な経営基盤を確立するため、企業

経営、ダイバーシティ、国際性、社会連携等の観点での経験と知見に⾧けた理事を外部

から登用、さらには理事、副学⾧及び学⾧特別補佐には複数名の女性を任命し、ホーム

ページにて公表している。

補充原則３－１－１①

経営協議会の外部委員に係

る選考方針及び外部委員が

役割を果たすための運営方

法の工夫

 学外委員の選任に当たっては、その選考方針を「国立大学法人茨城大学経営協議会規

則」において「職員以外の者で大学に関し広くかつ高い識見を有するもの」と定め、教

育、研究、経営、国際、自治体等といった多様な分野から満遍なく選出し、ホームペー

ジにて公表している。また、当該委員を通し、大学に期待する事項を把握し法人経営に

活かしている。その運営に当たっては、法定の審議事項とは別に討議事項を設け、大学

の状況や課題について情報を共有し多角的に意見を募るなどの運営上の工夫を積極的に

行っている。

補充原則３－３－１①

法人の⾧の選考基準、選考

結果、選考過程及び選考理

由

 学⾧選考にあたっては、必要とされる資質・能力に関する基準を定め、所信表明会、

面接及び意向聴取の結果を参考に、当該基準に沿って学⾧選考・監察会議において慎重

に審議したうえで、学⾧選考・監察会議の判断により適任者を決定している。当該基

準、選考結果、選考過程及び選考理由についてはホームページにて公表している。
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国立大学法人茨城大学

補充原則３－３－１③

法人の⾧の再任の可否及び

再任を可能とする場合の上

限設定の有無

 法人の⾧の任期や再任の可否等については、学⾧選考・監察会議の権限と責任のもと

検討し、「国立大学法人茨城大学組織規則第8条第1項」において「学⾧の任期は、4年

とし、再任は1回に限る。ただし、再任された場合の任期は、2年とする。」と規定し、

公表している。

 これは、新たに就任した学⾧の定めたビジョン、目標等に対する戦略、計画等の進捗

状況等について適切にPDCAを行うために任期を一定の期間確保するとともに、法人と

して軌道修正が必要となる場合にそれを可能とするものである。

 また、学⾧の4年間の実績を踏まえた上で、学⾧のビジョンに基づく戦略等をさらに

推進し、安定的かつ継続的に大学への期待に応え、求められる役割を果たしていくた

め、一度の再任を認めている。

原則３－３－２

法人の⾧の解任を申し出る

ための手続き

 茨城大学学⾧解任手続要領において、法人の⾧の解任を申し出るための手続を「茨城

大学学⾧解任手続要領」として定め、ホームページにて公表している。

補充原則３－３－３②

法人の⾧の業務執行状況に

係る任期途中の評価結果

 学⾧選考・監察会議において、学⾧の業務執行状況についての評価を、学⾧就任2年

目以降、毎年度行い、その結果を本人に提示している。また、今後の法人経営に向けた

助言等を行うとともに、評価結果である評価書及び総合評価書を「学⾧の業績評価」と

してホームページにて公表している。
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国立大学法人茨城大学

原則３－３－４

学⾧選考・監察会議の委員

の選任方法・選任理由

 学⾧選考・監察会議の委員は、教育研究評議会及び経営協議会において審議し、法人

経営及び高等教育行政に関連し、民間企業、高等教育機関又は行政機関のマネジメント

に関する知見、経験などを踏まえた適切な人材を選任している。なお、その選任方法及

び選任理由を「学⾧選考・監察会議委員の選任方法等の公表」としてホームページにて

公表している。

原則３－３－５

大学総括理事を置く場合、

その検討結果に至った理由

 学⾧選考・監察会議は、法人に大学総括理事を置く決定権を有するが、現在、本学に

大学総括理事は置かれていない。

基本原則４及び原則４－２

内部統制の仕組み、運用体

制及び見直しの状況

 本学の内部統制システムの体制を「国立大学法人茨城大学内部統制システムに関する

基本方針」として定め、公表している。基本方針において、内部統制に関する責任体制

を明確化するとともに、法人の業務全般にわたるリスク管理の枠組みと連動させ、統制

活動が有効に機能しているかどうかをモニタリングする仕組みを構築している。

＜コンプライアンス推進体制＞

 「国立大学法人茨城大学コンプライアンス推進体制規程」に基づき、コンプライアン

ス推進業務を総括する者を学⾧としている。

 また、コンプライアンスの推進のために必要な事項を審議・総合調整する組織として

コンプライアンス推進本部を設置するとともに、コンプライアンスの推進について指

導・監督等を行うコンプライアンス推進責任者を各部局に置き、構成員の隅々まで実効

的な管理監督を行っている。

＜公益通報＞

 学内外に公益通報の窓口を設置しており、外部設置通報窓口は弁護士事務所に委託し

ている。いずれの通報窓口においても、「国立大学法人茨城大学における公益通報者の

保護等に関する規程」に則り通報者の保護を図っている。また、その他の通報相談窓口

として、研究活動の不正行為・公的研究費の不正使用・ハラスメント等の個別案件に応

じた通報相談窓口を設置・公開している。

 さらには、管理運営部門として独立した組織である監査室を設置し、監事監査業務と

連携し、本学における内部統制システムを独立の立場から客観的な評価をしている。
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国立大学法人茨城大学

原則４－１

法人経営、教育・研究・社

会貢献活動に係る様々な情

報をわかりやすく公表する

工夫

 学⾧の強いリーダーシップのもと迅速な意思決定と適切な情報発信ができるよう学⾧

直轄とした広報・アウトリーチ支援室に専門職を配置した上で、記者会見、新聞・テレ

ビ・オンラインニュース等メディアへのプレスリリース、ホームページ、広報誌・刊行

物、SNSなど多様なチャネルによる積極的な情報発信を行っている。

補充原則４－１①

対象に応じた適切な内容・

方法による公表の実施状況

 本学の多様なステークホルダーへの情報の提供にあたっては、学⾧直轄の広報・アウ

トリーチ支援室が中心となり、各部局との綿密な連携により、ユーザビリティーに配慮

のうえ、発信する情報の内容や発信方法を最適化し、ホームページを中心に情報の公開

を行っている。

 本学においては、ステークホルダーの属性に応じて情報の公表を最適化するのではな

く、ホームページ等の広報媒体において、ユニバーサルな情報デザインを意識した工夫

を講じ、あらゆるステークホルダーが簡単に必要な情報へとアクセスできるよう努めて

いる。また、大学の諸活動に対する認知度や理解度の把握・検証に努め、情報の公表に

係る対象、内容、方法等を適宜見直すことで、効果的・効率的な情報発信を行ってい

る。

補充原則４－１②

学生が享受できた教育成果

を示す情報

 学生が大学で身に付けることができる能力については、学位授与の方針（ディプロ

マ・ポリシー（DP））を定め、アドミッション・ポリシー及びカリキュラム・ポリシー

とともに「教育ポリシー」として公表している。スチューデントサクセスに関する取組

の一環として、DPに定める要素を学生がどの程度身に付けたか、また、それらの能力が

卒業後社会においてどのように役立っているか、就職先ではどのように評価されている

のか等の教育成果に関する情報については、、ホームぺ―ジにてグラフやイラスト等で

分かりやすく解説しているほか、学生の進路状況についても公表している。

法人のガバナンスにかかる

法令等に基づく公表事項

■法令に基づく情報公開

https://www.ibaraki.ac.jp/m/corporate/
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